
平成２１年１２月１４日 

 

姫路市長 石 見 利 勝 

 

 姫路市汚染土壌処理業の許可の申請に関する指導要綱を次のように定める。 

 

   姫路市汚染土壌処理業の許可の申請に関する指導要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）第２２

条第１項又は第２３条第１項に規定する汚染土壌処理施設の許可の申請を行おうとする者（以

下「事業者」という。）に対する指導について必要な事項を定めることにより、汚染土壌の適

正な処理及び地域における生活環境の保全に資することを目的とする。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 特定有害物質 法第２条第１項に規定する特定有害物質をいう。 

 (2) 汚染土壌処理施設 法第２２条第１項に規定する汚染土壌処理施設をいう。 

 (3) 汚染土壌処理施設の設置 汚染土壌処理施設を新たに設置することをいう。 

 (4) 汚染土壌処理施設の変更 法第２３条１項に規定する汚染土壌処理施設の変更を行うこと

をいう。 

 (5) 関係住民 汚染土壌処理施設の設置又は汚染土壌処理施設の変更（以下「汚染土壌処理施

設の設置等」という。）に伴って生活環境に著しい影響を受けると認められる者をいう。 

 (6) 関係地域 関係住民が居住する地域をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、事業者に対し、汚染土壌処理施設の設置等に当たり、地域における生活環境の保

全上の配慮を求めるとともに、関係住民の汚染土壌処理施設の設置等に対する不安を解消する

よう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、汚染土壌処理施設の設置等に当たり、この要綱に定める手続を遵守するとと

もに、地域における生活環境の保全上必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

（事業計画書の提出） 

第５条 事業者は、法第２２条第１項又は第２３条第１項に規定する汚染土壌処理施設の許可の

申請に先立ち、事業計画書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（周知計画書の提出） 

第６条 事業者は、事業計画書と併せて、関係住民へ事業計画を周知させるための計画を定めた

周知計画書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 



（広告及び縦覧） 

第７条 事業者は、事業計画書及び周知計画書を提出したときは、速やかに、次に掲げる事項を

広告し、当該事業計画書の写しを当該広告の日から起算して３０日間関係住民の縦覧に供しな

ければならない。 

 (1) 事業者の氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人にあっては、

その代表者の氏名 

 (2) 事業計画書を作成した旨 

 (3) 事業計画書の写しの縦覧の場所及び期間 

 (4) 次条の規定による説明会の場所及び日時 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定による広告は、次の各号のいずれかに該当する方法により行わなければならない。 

 (1) 関係住民への印刷物の配布 

 (2) 関係地域の公共の場所の掲示板への掲示 

 (3) 日刊新聞紙への掲載 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が適当と認める方法 

３ 第１項の規定による縦覧（以下「縦覧」という。）は、関係地域内に縦覧の場所を設けて行

わなければならない。ただし、関係地域内に適当な縦覧の場所がない場合にあっては、関係地

域の周辺の地域（以下「周辺地域」という。）において縦覧の場所を設けて行うことができる。 

４ 事業者は、縦覧場所に縦覧簿を備え付け、縦覧に供された事業計画書を縦覧する者に対し、

氏名、住所その他市長が必要と認める事項を縦覧簿に記載するよう求めなければならない。 

（説明会の開催） 

第８条 事業者は、関係住民に対して事業計画書の内容を周知させるための説明会（以下「説明

会」という。）を開催しなければならない。 

２ 説明会は、関係地域内において開催しなければならない。ただし、関係地域内に説明会を開

催する適当な場所がない場合にあっては、周辺地域において開催することができる。 

３ 事業者は、説明会において、関係住民に対し、事業計画書の内容を具体的かつ平易に説明す

るよう努めるとともに、次条第１項に規定する意見書を提出することができることを説明しな

ければならない。 

（関係住民の意見書の提出） 

第９条 事業者は、事業計画書の内容に対する地域における生活環境の保全上の見地からの意見

を提出しようとする関係住民に対して、意見書（様式第３号）を市長及び当該事業者に提出す

るよう求めるものとする。 

２ 市長及び事業者は、第７条の規定による広告の日の翌日から起算して４５日を経過する日（縦

覧の期間の満了の日までに説明会が終了しない場合にあっては、説明会が終了した日の翌日か

ら起算して２週間を経過する日）までの間、意見書を受け付けるものとする。 

３ 事業者は、関係住民から意見書が提出された場合は、誠意をもって対応しなければならない。 



（実施状況の報告書の提出） 

第１０条 事業者は、第８条第１項の規定により説明会を開催したときは、その実施状況につい

ての報告書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する報告書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

 (1) 広告を行った事実を証する書類 

 (2) 縦覧簿の写し 

 (3) 説明会で配布した書類及び図面 

 (4) 意見書に対する見解を記載した書類 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（指導又は助言） 

第１１条 市長は、事業計画書の内容に対する関係住民の意見を十分に考慮し、汚染土壌処理施

設の設置等が地域における生活環境の保全上支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認める

ときは、事業者に対し、必要な指導又は助言を行うものとする。 

（事業計画書及び周知計画書の変更の届出等） 

第１２条 事業計画書を提出した事業者は、事業計画書で定めた事項を変更しようとするときは、

事業計画変更届（様式第５号）を市長に提出し、新たに第６条から第１０条までの手続を行わ

なければならない。 

２ 周知計画書を提出した事業者は、周知計画書で定めた事項を変更しようとするときは、周知

計画変更届（様式第６号）を市長に提出し、新たに第７条から第１０条までの手続を行わなけ

ればならない。 

（事業計画の廃止の届出等） 

第１３条 事業計画書を提出した事業者は、当該事業計画を廃止することとしたときは、事業計

画廃止届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 事業者は、前項の届出をしたときは、速やかに、当該事業計画を廃止することとした旨を広

告しなければならない。 

３ 第７条第２項の規定は、前項の広告について準用する。 

（報告の徴収） 

第１４条 市長は、この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に必要な限度において、事業

者に対し、必要な事項について報告を求めることができる。 

（勧告） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する事業者に対し、必要な措置をとるべきことを

勧告することができる。 

 (1) 第５条、第６条、第７条（第１３条第３項において準用する場合を含む。）、第８条、第

１０条、第１２条又は第１３条第１項若しくは第２項の規定を遵守しない事業者 

 (2) 前条に規定する報告をせず、又は虚偽の報告をした事業者 

（補足） 



第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年１２月１４日から施行する。 

２ この要綱の施行の日から平成２２年３月３１日までの間においては、第１条中「土壌汚染対

策法」とあるのは「土壌汚染対策法の一部を改正する法律（平成２１年法律第２３号）による

改正後の土壌汚染対策法」と、第５条中「法第２２条第１項又は第２３条第１項」及び附則第

４項中「法第２２条第１項」とあるのは「土壌汚染対策法の一部を改正する法律附則第２条第

１項においてその例によるものとされた法第２２条第１項又は同項」とする。 

３ 汚染土壌処理施設の設置等と併せて、廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和４５年法律第１３７号）に規定する一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設その他の

一般廃棄物又は産業廃棄物の処理又は積替えのための保管を行う施設をいう。）の設置等を行

おうとする者であって、姫路市廃棄物処理施設の設置に係る手続に関する指導要綱（平成１８

年３月１０日制定）に規定する手続きを行おうとする事業者については、第６条から第１０条

までの規定は適用しない。 

４ この要綱施行の際、現に汚染土壌浄化施設（搬出する汚染土壌の処分方法（平成１５年環境

省告示第２０号）の二の項の規定に基づき市長が認めたもの）を設置している者については、

法第２２条第１項に規定する許可の申請において、第６条から第１０条までの規定は適用しな

い。 

５ 前２項に規定する者は、第８条及び第１０条の規定に準じて説明会を実施し、その実施状況

について報告書を市長に提出しなければならない。なお、関係住民から意見が提出された場合

は、当該意見に対する見解を記載した書類をあわせて市長に提出するものとする。 

６ 国、地方公共団体その他市長が適当と認める法人（以下「国等」という。）が汚染土壌処理

施設の設置をしようとするときは、この要綱の規定にかかわらず、市長と当該国等の機関との

協議により周知等の手続きを行うものとする。 


